
１．実績評価結果の政策への反映状況 

政策目標1  生涯学習社会の実現 

国民一人一人が、生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することがで

き、その成果を適切に生かすことのできる社会を実現する。 

施策目標1－1 教育改革に関する基本的な政策の推進等 

【主管課：生涯学習政策局調査企画課】 

【関係課：生涯学習政策局政策課、国立教育政策研究所】 

評価結果の

政策への反

映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

・記入者負担の軽減など統計法に基づき一定の制約を受ける統計調査と政策担当部

局の教育情報に対するニーズとの調整に留意するとともに、国際比較（例えばＯＥ

ＣＤなどの国際教育統計へのデータ提供）の観点も踏まえながら、データの取得に

努めることとする。 

・政策的ニーズや社会の変化に対応して変更された調査事項を含め、統計調査の結

果や諸外国の教育政策の教育事情に関する資料が教育施策の企画立案などにどの

ように利活用されたのか、その有用性について、引き続き検証していくこととする。

また、この検証結果を基に有効な調査手法の改善について検討していくこととす

る。 

（達成目標２） 

・23年度に実施要項を定め、進捗状況のヒアリング等を実施してきているが、引き

続き、年に１、２回程度進捗状況ヒアリングを実施するなど、各研究の進捗状況等

の適切な管理の基で研究を進める。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

［新規要求・拡充要求（同額も含む）］ 

（達成目標１） 

・地方教育費及び行政の実態調査 

  平成 25 年度概算要求額： 23 百万円（平成 25年度当初予算案額：23百万円） 

・内外教育事情等調査 

  平成 25 年度概算要求額： ８百万円（平成 25年度当初予算案額：７百万円） 

・学校教員統計調査（新規） 

  平成 25 年度概算要求額： 19 百万円（平成 25年度当初予算案額：19百万円） 

 

［廃止・縮小事業] 

（達成目標１） 

・学校基本調査 

  平成 25 年度概算要求額： 92 百万円（平成 25年度当初予算案額：92百万円） 

・学校保健統計調査 

  平成 25 年度概算要求額： 16 百万円（平成 25年度当初予算案額：16百万円） 

（達成目標２） 

・政策研究機能高度化推進経費 

  平成 25 年度概算要求額：104 百万円（平成 25年度当初予算案額：104 百万円） 

 

○事務改善 

（達成目標２） 

・平成 24 年度後期は、10 月及び１月に各研究プロジェクトについて進捗状況に関

するヒアリングを行い、研究計画や研究手法等の見直しを行うなど、適切に研究が

実施されるような体制を整えた。 

 



○有識者会議での指摘事項への対応 

・有識者会議での指摘を踏まえ、学校教育段階から就職活動に至るまでのライフコ

ース全般を捉える統計について、他省庁、大学等との協力・連携を含め、調査手法、

調査内容等の検討を行っている。 

 

 

 



 

施策目標1－2  生涯を通じた学習機会の拡大 

【主管課：生涯学習政策局生涯学習推進課】 

【関係課：生涯学習政策局男女共同参画学習課、同局社会教育課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

放送大学については、今後も質の高い大学教育の機会を提供していくため、引き続

き多様なニーズに対応した教育内容の充実を図ることや、学生へのアンケート調査

による授業評価を継続して実施し、カリキュラム編成や授業科目の制作等に活用・

反映していく。また、BSデジタル放送への移行による視聴機会の拡大や放送のデジ

タル化を生かした学習環境の整備を推進していく。 

（達成目標２） 

全国生涯学習ネットワークフォーラムについて、平成 24年度は、平成 23 年度同様、

評価結果を踏まえ、幅広い関係者の協力を得て広報の充実を図る。また、学生等将

来を担う若い人たちや高齢者を含めたより多様な関係者の参画を促進し、企画の段

階から大学と協働して大学の活動や地域の関わりを生かした効果的な仕組みによ

る開催を目指す。 

（達成目標３） 

専修学校について、社会人等の多様な学習ニーズに応えるための学習機会の充実を

図るために必要な支援を行うべく、多様な学習機会の提供のための単位制・通信制

の導入や成長分野等の産学官コンソーシアムにおける中核的専門人材の養成の調

査研究等を踏まえ分野ごとのコンソーシアムにおける職域プロジェクトのモデ

ル・カリキュラム基準や達成度評価等の実証・開発、専修学校の留学生に対する就

職支援・生活支援等を総合的に推進する取組を引き続き推進していく。 

（達成目標４） 

高等学校卒業程度認定試験について、大学入学資格付与の機能を維持すること、全

日制高等学校の在学生に受験資格を付与し、１６歳以上なら誰でも受験可能にする

ことで受験対象者を拡大し、より多くの方々の受験が可能な試験にすること、就職

等においても活用されるよう社会的通用性を高めることなどを基本的な考え方と

して実施している。これまでも、都道府県教育委員会、関係省庁、経済団体への制

度の周知に努めてきたところであるが、より多くの受験対象者に本制度が活用され

るようにするとともに、社会的通用性を高めるため、引き続き、本制度の周知に努

めていくなどし、これまでの取組を引き続き推進していく。 

（達成目標５） 

消費者教育について、引き続き、自立した消費者の育成のため、消費者教育の基本

的方針を示した「大学等及び社会教育における消費者教育の指針」等の普及・啓発

に努める。また、来年度の概算要求に当たっては、地域等への指導・助言を行うア

ドバイザーの派遣や、地域の関係機関が連携した消費者教育の取組を通して、消費

者にとって最適な教育の姿を明らかにする実証的調査研究等により、消費者庁と連

携を図りながら、地域における消費者教育の学習機会を充実させ、実効性を高めて

いく。 

（達成目標６） 

男女共同参画に関する教育・学習については、既存事業の成果について、引き続き

ホームページで周知を行う等、積極的な広報活動を行う。また、来年度の概算要求

に当たっては、男女共同参画の視点からの多様なキャリア形成支援のための教材等

を作成し、性別にとらわれない進路選択を支援していく。教材等作成に当たっては、

教材を試行的に学校現場で使用し、教員・生徒の意見を反映させる。 

 

 

 



【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

［新規要求・拡充要求（同額も含む）］ 

（達成目標３） 

・専修学校の質保証・向上に関する調査研究（新規） 

平成 25 年度概算要求額：25 百万円（平成 25年度当初予算案額：21百万円） 

・専修学校留学生就職アシスト事業（新規） 

平成 25 年度概算要求額：79 百万円（平成 25年度当初予算案額：77百万円） 

・成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進 

平成 25 年度概算要求額：1,495 百万円（平成 25 年度当初予算案額：1,103 百万円） 

・東日本大震災からの復興を担う専門人材育成支援事業 

平成 25 年度概算要求額：450 百万円（平成 25 年度当初予算案額：299 百万円） 

（達成目標４） 

・高等学校卒業程度認定試験等 

平成 25 年度概算要求額：247 百万円（平成 25 年度当初予算案額：247 百万円） 

（達成目標５） 

・連携・協働による消費者教育推進事業（新規） 

（消費者教育推進事業の廃止に伴う新規事業） 

平成 25 年度概算要求額：20 百万円（平成 25年度当初予算案額：17百万円） 

（達成目標６） 

・男女共同参画社会の実現の加速に向けた学習機会充実事業 

平成 25 年度概算要求額：17 百万円（平成 25年度当初予算案額：14百万円） 

 

［廃止・縮小事業] 

（達成目標１） 

・放送大学学園補助 

平成 25 年度概算要求額：7,452 百万円（平成 25 年度当初予算案額：7,440 百万円） 

（達成目標２） 

・全国生涯学習ネットワークフォーラム 

平成 25 年度概算要求額：36 百万円（平成 25年度当初予算案額：32百万円） 

（生涯を通じた学習機会の拡大） 

・生涯学習施策に関する調査研究 

平成 25 年度概算要求額：77 百万円（平成 25年度当初予算案額：77百万円） 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標３） 

・専修学校教育におけるグローバル専門人材育成に係る取組推進のために専門職１

名を要求 

（専門職が１名措置される予定） 

（達成目標５） 

・消費者教育推進体制の強化のために１名要求 

（消費者教育推進係員が１名措置される予定） 

 

○事務改善 

（達成目標１） 

・毎年度、授業評価の結果や社会の状況等を踏まえ、次年度の開講科目の内容等に

反映させている。 

（達成目標２） 

・フォーラムの各分科会において、企画実施委員会委員に大学教員や学生を加え、

企画段階から協働してフォーラムを実施した。これにより、大学が保有する人的資



 

 

源・知的資源を活用した事例発表、パネルディスカッション及びポスターセッショ

ン等の開催が可能となった。また、主に大学施設を用いて開催したことで、経費的

にも削減を図ることができた。 

 

○制度改正 

（達成目標３） 

・平成 24 年４月に、働きながら学ぶ社会人等の多様な学習ニーズへの対応を充実

させるよう、専修学校設置基準を改正し、専修学校における単位制・通信制の教育

の制度化を図った。 

 

○有識者会議での指摘事項への対応 

・有識者会議での指摘を踏まえ、平成 24 年 10 月に、文部科学省・放送大学の双方

で、大学運営コスト、メディアの在り方、組織の活性化等に関する検討を開始する

こととした。引き続き、双方で更に検討を続け、平成 25 年内を目途に方向性を示

す予定である。 

・専修学校における単位制・通信制については平成 24 年度４月に導入を開始した

ところ。有識者会議での指摘も踏まえ、今後、専修学校における単位制・通信制の

導入による社会人受入数の増減について検証してまいりたい。 

 

 



 

政策目標2 確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり 

子どもたちが確かな学力、豊かな心と健やかな体を育成することのできる社会を実現すると

ともに信頼される学校づくりを進める。 

施策目標2－3 青少年の健全育成 

【主管課：スポーツ・青少年局青少年課】 

【関係課：】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１）  

・自然体験活動指導者について、平成24年度まで20,000人を養成するという目標

を確実に達成するとともに、今後は、体験活動の教育効果をより一層高めていく

ため、指導者の質の向上等を促していくための施策について検討する。 

・また、活動指標等が示すとおり、社会の体験活動に対する理解は一定程度図ら

れているが、それが実際に、体験活動を行う子供の割合の増加につながるよう、

より効果的な普及啓発の方法を検討する等、引き続き必要な施策を推進していく。 

・さらに、平成24年４月に閣議決定された「学校安全の推進に関する計画」にお

いてもうたわれているように、東日本大震災を受けて、体験的な防災教育の重要

性が再認識されていることから、引き続き防災教育の観点に立った体験活動の推

進を図る。 

・成果指標については、関係機関と協力し、自然体験活動の状況について分析を

行うことを検討する。 

（達成目標２） 

・平成22年度から23年度にかけて、フィルタリング利用率の変化がほとんど見ら

れず、また、家庭でのルール作りの普及も十分とは言えないため、引き続き、フ

ィルタリング利用や家庭のルールづくりの普及啓発を進めていく。 

・その推進に当たっては、保護者と青少年の両者の認識にそれぞれ大きなかい離

があるという調査結果もあることから、青少年自身が研修し、発信するワークシ

ョップ事業の展開等により、保護者のみならず青少年に対する普及啓発活動につ

いても、引き続き平行して取り組む。 

（達成目標３） 

・今後は、青少年の諸外国に対する理解や国際的視野の醸成を更に促進するため、

引き続き異文化体験の充実を図り、グローバル人材の裾野を拡大するとともに、

日本の青少年を海外へ派遣する機会の増加に取り組む。 

（達成目標４） 

・市町村における「子供の読書活動推進計画」の策定状況について、今後は新た

な達成目標を立てるとともに、引き続き、子供の読書活動計画の策定を促し、そ

の推進を図っていく必要がある。推進に当たっては、既に計画を策定している市

町村の具体的な取組の状況等を、未策定の市町村にも共有する等、計画策定を促

す工夫を検討する。 

・関係機関と協力し、１ヵ月当たりの読書量・不読率等の子供の読書活動の状況

について分析を行うことを検討する。 

 

なお、平成25年度概算要求において、事業の更なる効率化を図るため、積算単価

の再検証等を行うことにより、コスト縮減に努めている。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映  

〔新規要求・拡充事業（同額も含む）〕 

（達成目標１） 

・青少年の体験活動の推進 



 

 

平成25年度概算要求額：116百万円（平成25年度当初予算案額：69百万円） 

（達成目標２） 

・青少年を取り巻く有害環境対策の推進 

平成25年度概算要求額：65百万円（平成25年度当初予算案額：65百万円） 

（達成目標３） 

・青少年の国際交流の推進 

平成25年度概算要求額：151百万円（平成25年度当初予算案額：151百万円） 

（達成目標４） 

・読書コミュニティ形成支援事業 

平成25年度概算要求額：39百万円（平成25年度当初予算案額：39百万円） 

 

○有識者会議での指摘事項への対応 

・（独）国立青少年教育振興機構による「青少年の体験活動等と自立に関する実

態調査」（平成22年度）によれば、青少年の自然体験については、都市規模による

体験の頻度の違いはほとんど見られない結果となっており、引き続き本調査で、

地域別の格差について確認を行う予定である。 

・青少年国際交流事業に参加した日本の青少年を対象に、外向き志向に関する事

前・事後調査アンケートを、平成24年度より実施している。 

 



 

施策目標2－8  教育機会の確保のための支援づくり 

【主管課：初等中等教育局初等中等教育企画課】 

【関係課：初等中等教育局国際教育課、同局財務課、同局児童生徒課、同局高校教育改革PT、

高等教育局学生・留学生課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

児童生徒が、家庭環境、居住地域等によって不利益を受けることなく、能力に

応じて適切な教育機会を確保できるよう所要の施策を引き続き推進する。 

 

（達成目標１） 

・経済的な困難を抱える児童生徒の就学の機会を確保するため、要保護児童生徒

援助費補助等事業及びアイヌ子弟高等学校等進学奨励費補助事業を通じて、引き

続き十分な支援を行っていく。 

 

（達成目標２） 

・低所得世帯においては、高校段階における授業料以外の教育費が負担となって

いるなどの状況が見られることから、教育費負担の更なる軽減策を図るため、都

道府県が実施する高校奨学金事業において、平成２４年度から高校生修学支援基

金の取崩しの条件とした所得連動返済制度の導入について、都道府県に対して引

き続き働きかけ等を行う。 

・公立高校授業料無償制・高等学校等就学支援金制度については、法律上、施行

から３年経過後の見直し規定が存在しており、また、現在も、特に低所得者層に

おいては授業料以外の教育費が負担となっているとともに、公私間の教育費格差

も見られる状態にある。限られた財源の下、これらの課題に対応するために、所

得制限を設けることも含め、高等学校等に係る修学支援の充実を図る観点から総

合的な見直しを行うための検討を実施する。 

 

（達成目標３） 

・被災地の具体的なニーズも踏まえつつ、被災により経済的困難を抱えた子供を

対象とした就学支援等や、学習支援や心のケアのための特別な指導を実施するた

めの教職員定数の加配措置を引き続き行う。 

 

（達成目標４） 

・地域における実践事例の集約と提供を目的とした情報検索サイト「かすたねっ

と」の一層の活用の促進や、帰国・外国人児童生徒教育担当指導主事等連絡協議

会の実施を通じた各地域の取組の成果や課題の交流等の工夫を行っていく。 

・帰国・外国人児童生徒の受入れ促進に関する事業を引き続き実施しその成果の

普及に努めていくことで、特に日本語指導が必要な児童生徒が少ない地域におけ

る取組の充実を含め、地域・学校関係者の意識の向上とそれを通じた受入れ体制

の整備を促進する。 

・地域や学校が主体的に、帰国・外国人児童生徒一人一人の実態等に応じたきめ

細かな支援を行うため、外国人児童生徒の総合的な学習支援事業の成果につい

て、平成 24 年度末に完成予定の「日本語能力の測定方法」や「研修マニュアル」

の教育現場への普及に努める。 

 

（達成目標５） 

・海外在留邦人が帯同する子供の教育機会を確保するため、都道府県や学校法人

へ働きかけを行うことにより、引き続き高い資質・能力を有する派遣教員の確保

に努める。 

【具体的な反映内容】 



○予算への反映 

〔新規要求・拡充事業（同額も含む）〕 

（達成目標１） 

・要保護児童生徒援助費補助等 

平成 25 年度概算要求額：823 百万円（平成 25 年度当初予算案額：823 百万円） 

・アイヌ子弟高等学校等進学奨励費補助 

平成 25 年度概算要求額：187 百万円（平成 25 年度当初予算案額：132 百万円） 

（達成目標２） 

・公立高校の授業料無償制及び高等学校等就学支援金 

平成 25 年度概算要求額：395,266 百万円（平成 25 年度当初予算案額：395,016

百万円） 

（達成目標３） 

・東日本大震災に係る教育復興支援加配定数措置 

平成 25 年度概算要求額：2,162 百万円（平成 25 年度当初予算案額：2,075 百万

円） 

（うち復興特会（復興庁）：2,162 百万円（平成 25 年度当初予算案額：2,075 百

万円） 

（達成目標４） 

・帰国・外国人児童生徒等教育の推進 

平成 25 年度概算要求額：99 百万円（平成 25年度当初予算案額：99百万円） 

（その他） 

・へき地児童生徒援助費等補助金等 

平成 25 年度概算要求額：1,459 百万円（平成 25 年度当初予算案額：1,347 百万

円） 

 

〔廃止・縮小事業〕 

（達成目標５） 

・海外子女教育推進体制の整備 

平成 25 年度概算要求額：6百万円（平成 25年度当初予算案額：5百万円） 

・海外子女教育活動の助成 

平成 25 年度概算要求額：118 百万円（平成 25 年度当初予算案額：118 百万円） 

・在外教育施設教員派遣事業等 

平成 25 年度概算要求額：16,561 百万円（平成 25 年度当初予算案額：16,262 百

万円） 

 

○事務改善 

（達成目標２） 

・平成２４年度から高校生修学支援基金の取崩しの条件とした所得連動返済制度

の導入について、文部科学省が主催する会議や通知等において、都道府県に対し、

同制度の趣旨や必要性を説明。その結果、平成２５年１月末時点で、既に導入済

みが１８都府県、平成２４年度中の導入予定が１０県となっている。 

・平成２５年度より、都道府県や学校等における事務負担軽減のため、高等学校

等就学支援金の受給資格認定申請の簡素化を実施。 

 

○制度改正 

（達成目標５） 

・在外教育施設派遣教員の資格要件に「既婚者にあっては、原則として、配偶者

を同伴すること」があることによって、教員が応募を断念することもあることか

ら、応募しやすい環境を整え、より高い資質・能力を有する教員を確保すること

を目的とし、配偶者同伴の原則を撤廃。 



 



 

 

政策目標3 義務教育の機会均等と水準の維持向上 

全国すべての地域において優れた教職員を必要数確保し、教育の機会均等と教育水準の維持

向上を図る。 

施策目標3－1  義務教育に必要な教職員の確保 

【主管課：初等中等教育局財務課】 

【関係課：】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

・今後の少人数学級の推進や個別の教育課題に対応するための教職員定数の在り

方について、「公立義務教育諸学校の学級規模及び教職員配置の適正化に関する

検討会議」において検討してきたところであり、平成 24 年９月６日に報告が取り

まとめられた。 

・この報告も踏まえ、文部科学省としては、教員が子供と正面から向き合う教職

員体制の整備のため、中学校３年生までの 35 人以下学級の実現や、いじめ問題、

教育格差解消、特別支援教育の充実など個別の教育課題への対応を内容とする平

成 25～29 年度の５か年の新たな教職員定数改善計画の策定を目指し、平成 25 年

度概算要求においては、その初年度分として、計 5,500 人の教職員定数改善を要

求した。 

・そして、平成 25 年度予算編成過程を経て、平成 25 年度予算案においては、い

じめ問題への対応など学校運営の改善充実（400 人）、通級による指導など特別支

援教育の充実（600 人）、小学校における専科指導の充実（400 人）といった教育

課題への対応のため真（しん）に措置が必要な加配定数を確保するとともに、既

存の定数の合理化減（▲600 人）を行い、計 800 人の教職員定数増を計上したとこ

ろ。 

・なお、今後の少人数学級の推進については、財務省との折衝の結果、習熟度別

指導等と合わせ、その効果について平成 25年度全国学力・学習状況調査等を活用

し十分な検証を行いつつ、教職員の人事管理を含めた教職員定数の在り方全般に

ついて検討することについて合意したところ（平成 25年１月 27日）。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

・義務教育費国庫負担金               

平成 25 年度概算要求額：1,562,915 百万円（平成 25年度当初予算案額：1,489,947

百万円） 

（うち復興特会（復興庁）：2,162百万円（平成25年度当初予算案額：2,075百万

円）） 

 



 

政策目標4 個性が輝く高等教育の振興 

「知識基盤社会」において、我が国が活力ある発展を続けていくために、高等教育を時代

のけん引役として社会の負託に十分応えるものへと変革する一方、社会の側がこれを積極的

に支援するという双方向の関係を構築する。 

施策目標4－1  大学などにおける教育研究の質の向上 

【主管課：高等教育局高等教育企画課】 

【関係課：高等教育局大学振興課、同局専門教育課、同局医学教育課、同局学生・留学生課、 

同局国立大学法人支援課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

各種プログラムについて一層社会の負託に応えるものとするとともに、特に教

育の外部評価体制等の構築を推進しつつ大学間で連携して行う取組等を中心に、

教育研究の質の向上・保証を実践する大学等の特色ある多様で自主的な取組の推

進を継続していく。また、社会からの大学に対する理解を深めるため、地域の課

題解決へつながる大学等の取組（COC機能）の強化など推進することで、学生の

学習意欲も刺激され、教育研究活動の充実につなげる。 

（達成目標２） 

着実に進捗しているが、今後の更なる充実が求められるため、達成手段に掲げ

る事業のフォローアップや評価等を行いつつ、ＲＡ経費の補助やコースワークか

ら研究指導へ有機的につながりを持った体系的な博士課程教育の構築支援等の

取組を通じ、国際的に卓越した教育研究拠点を形成していくとともに大学院教育

の実施化を推進する。 

（達成目標３） 

順調に推移しているが、一層の事業の充実のため、本件事業の採択大学や産業

界等、関連機関と緊密に連携をし、目標の達成に資する取組を行っていく。なお、

平成24年度からは日本人学生のグローバル化を進める取組を中心に、大学の国際

化を強化するグローバル人材育成推進事業を開始。 

（達成目標４） 

順調に進捗しているが、更なる教育研究の質の向上を目指し、制度改正の効果

や認証評価を受けた大学等について検証し、引き続き事業を実施する。なお、新

しく設置された大学などが最初に卒業生を送り出す年度（完成年度）まで、設置

計画履行状況調査（アフターケア）として、毎年授業科目の開設状況や教員組織

の整備状況などの報告を求め、書面、面接又は実地により調査を行うことにより、

特に課題が見られる大学に対しては、各大学の教育水準の維持・向上に資するよ

う、留意事項を付したり、助言を行ったりして、大学に対して主体的な改善を促

している。また、「大学ポートレート（仮称）」（平成26年度から本格実施）を

活用することで認証評価を簡素化し、大学における評価業務の効率化を図る。 

（達成目標５） 

 被災した学生に対する修学支援や、被災地域の復興のための関係大学の取組へ

の支援等、関係事業の推進に引き続き取り組んでいく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

（達成目標１） 

・地（知）の拠点整備事業（新規） 

平成25年度概算要求額：4,154百万円（平成25年度当初予算案額：2,283百万円） 

・大学間連携共同教育推進事業 

平成25年度概算要求額：3,004百万円（平成25年度当初予算案額：2,708百万円） 

 



・障がい学生修学支援拠点形成事業（新規） 

平成25年度概算要求額：440百万円（平成25年度当初予算案額：0百万円） 

※本事業については、平成25年度予算への計上は見送られたところであるが、

国立大学及び私立大学の基盤的経費において関連予算を措置するなど、今後

も必要な事業を実施していくことを検討している。 

・高度医療人養成機能強化事業 

平成25年度概算要求額：10,219百万円（平成25年度当初予算案額：7,709百万円 

・産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業 

平成25年度概算要求額：2,028百万円（平成25年度当初予算案額：2,028百万円） 

・口蹄疫（こうていえき）等家畜伝染病に対応した獣医師育成環境整備事業 

平成25年度概算要求額：25百万円（平成25年度当初予算案額：25百万円） 

・情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業 

平成25年度概算要求額：542百万円（平成25年度当初予算案額：542百万円） 

（達成目標２） 

・グローバルＣＯＥプログラム 

平成25年度概算要求額：1,608百万円（平成25年度当初予算案額：1,608百万円） 

・博士課程教育リーディングプログラム 

平成25年度概算要求額：19,921百万円（平成25年度当初予算案額：17,772百万円） 

・卓越した大学院拠点形成支援補助金 

平成25年度概算要求額：14,886百万円（平成25年度当初予算案額：7,230百万円 

（達成目標３） 

・大学の世界展開力強化事業 

平成25年度概算要求額： 4,448百万円（うち2,062百万円が新規） 

（平成25年度当初予算案額：2,813百万円（うち426百万円が新規）） 

（達成目標５） 

・大学等における地域復興のためのセンター的機能整備事業[復興特会（復興庁）] 

平成25年度概算要求額：1,399百万円（平成25年度当初予算案額：1,399百万円） 

 

〔縮小事業〕 

（達成目標３） 

・大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業 

平成25年度概算要求額：2,349百万円（平成25年度当初予算案額：2,349百万円） 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標１） 

・産学官連携教育を推進するための体制強化に伴い、企画官１名を機構要求する。 

（措置されない予定） 

・医学教育改革の推進のための体制強化に伴い、企画官１名を機構要求する。 

（企画官が１名措置される予定） 

・大学教育改革に係るマネジメント支援のための態勢強化に伴い、専門官１名を

定員要求する。（措置されない予定） 

・大学進学者学力水準向上を図る高大接続体制強化に伴い、高大接続専門官１名

と高大接続係長１名を定員要求する。（高大接続専門官が1名措置される予定） 

・大学病院の災害医療支援体制の強化に伴い、病院第三係長１名と病院第三係員

１名を定員要求する。（措置されない予定） 

・障害のある学生の修学支援体制の強化に伴い、専門官１名を定員要求する。 

（専門官が1名措置される予定） 

・国立大学の大学改革を強力に推進する実行体制の強化に伴い、専門官１名、戦

略促進係長１名、戦略促進係員１名を定員要求する。（専門官が１名、戦略促進

係長が１名措置される予定） 



・公立大学支援体制の強化に伴い、公立大学専門官１名の時限見直しを解除する 

（４年後再見直しとなる予定） 

 



 

施策目標4－2 大学などにおける教育研究基盤の整備 

【主管課：文教施設企画部計画課】 

【関係課：高等教育局国立大学法人支援課、同局専門教育課、同局医学教育課、研究振興局学術

機関課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

・評価結果を踏まえ、「第３次５か年計画」に掲げた成果目標の達成に向け、着実

な進捗が見られる狭あい解消整備及び大学附属病院の再生については今後も同様

に推進するとともに、施設の耐震化にも資する老朽改善整備については進捗に遅れ

が見られるため今後一層推進していく必要がある。 

・こうした施設整備を推進するためには、引き続き、有効性、効率性の観点にも留

意しながら、施設整備費補助金を基本とする必要な予算を確保し、国立大学法人等

施設の計画的・重点的な施設整備を行う必要がある。 

・加えて、各法人における寄附金等の多様な財源を活用した施設整備の一層の取組

を促すため、関係者が集まる各種会議等において周知徹底を図っていくほか、国立

大学法人等がより一層社会の期待に応え、高い教育研究成果を生み出し続けていく

ためには、その礎となる施設整備の必要性が広く社会に理解され、継続的・安定的

に整備されることが不可欠であることから、施設整備に関する成果・効果に関する

事例集を作成し配布するなど、関係者はもとより、国民一般に対する理解を求めて

いく。以上の取組を行うことで、国立大学法人等の教育・研究基盤を整備し、個性

輝く高等教育の振興に資する。 

〔新規要求・拡充事業（同額も含む）〕 

国立大学法人等は、優れた人材の養成、独創的・先端的な学術研究、高度先進医療

の推進等に不可欠な拠点であることから、｢第３次国立大学法人等施設整備５か年

計画｣(平成 23年８月 26日文部科学大臣決定）に基づき、大学等の教育力・研究力

を強化し、かつ、質の高い医療を提供するため、施設の重点的・計画的整備を支援

する。あわせて、各法人の大学改革の取り組みを支えるための基盤整備を図る。 

 

（具体的事項） 

◆国立大学法人等施設整備事業 

各大学等の個性や特色を踏まえた魅力ある教育研究環境づくりに配慮しつつ、以下

の施策について重点的に措置する。 

・東日本大震災の発生により、重要性・緊急性が再認識された耐震化の加速 

(平成 25 年度概算要求事業完了後見込み：約 94％)  

・安全性・機能性に問題があり、計画的解消が不可欠な老朽施設(ライフライン含

む)の再生 

・高度化・多様化する教育研究活動に対応し、国際競争力の強化にもつながる最先

端の研究基盤整備 

・国立大学改革を推進するために必要となる施設整備 

・地域医療や災害時の救命救急医療の拠点となる附属病院の再開発整備及び防災機

能強化 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

（達成目標１） 

・国立大学法人施設整備費（文教施設費） 

平成 25 年度概算要求額：127,071 百万円（平成 25年度当初予算案額：58,497 百万

円） 

（うち復興特別会計（文科省）69,136 百万円（12,785 百万円）） 



 

 

 

・独立行政法人国立高等専門学校機構施設整備費 

平成 25 年度概算要求額：3,620 百万円（平成 25年度当初予算案額：826 百万円） 

（復興特別会計（文科省）1,792 百万円（０百万円）） 

 

○機構・定員への反映 

・大学改革に対応した国立大学法人施設の戦略的な改善整備・運用の推進のため、

専門職（１名）を要求 

（措置されない予定） 

 



 

 

政策目標5 奨学金制度による意欲・能力のある個人への支援の推進 

学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよう、奨学金制度による意欲･能力

のある個人に対する支援を一層推進する。 

施策目標5－1  意欲・能力のある学生に対する奨学金事業の推進 

【主管課：高等教育局学生・留学生課】 

【関係課：初等中等教育局高校教育改革PT】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

家庭の経済状況にかかわらず、意欲と能力のある学生等が安心して修学できる環

境を整備するため、奨学金（無利子・有利子）の貸与人員を大幅に増員し、「予

約採用」枠を拡大するとともに、平成24年度から導入した「所得連動返済型の無

利子奨学金制度」を充実させるため、奨学金の返還額が所得に連動する本格的な

「所得連動返済型奨学金制度」の構築に向けた準備を行うなど、奨学金事業の一

層の充実を図る。 

 

（達成目標２）  

引き続き、東日本大震災により被災した世帯の学生等が経済的理由により修学を

断念することがないよう貸与基準を満たす希望者全員に、奨学金の貸与を実施す

る。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

（独）日本学生支援機構の大学等奨学金事業 

◆入学時の「安心」－経済的支援を受けられる見通しを高める－ 

 奨学金（無利子・有利子）の貸与人員を大幅に増員し、「予約採用」枠を拡大。 

・事業費総額   11,263億円 ⇒ 12,178億円（914億円増) 

（査定後：11,982億円（719億円増）） 

・貸与人員    133.9万人 ⇒  143.9万人（9.9万人増） 

（査定後：135.5万5千人（※） ⇒ 144.3万人（8.8万人増）） 

無利子奨学金  38.3万人 ⇒   41.9万人（3.6万6人増（うち新規増2万人）） 

［被災学生等 1万人を含む【復興特別会計】］ 

（査定後：39.9万人（※） ⇒ 42.6万人（2.7万人増（うち新規増1.3万人）） 

［被災学生等分を含む【復興特別会計】］ 

有利子奨学金  95.6万人 ⇒  101.9万千人（6.3万人増） 

（査定後：101.7万人（6.1万人増）） 

※平成24年度の無利子奨学金の貸与実績見込みを踏まえた見直し後の貸与人員 

 

◆卒業後の「安心」－貸与を受けた奨学金の返還の見通しを高める－ 

 平成24年度から導入した「所得連動型の無利子奨学金制度」を充実させるため、

奨学金の返還額が所得に連動する本格的な「所得連動返済型奨学金制度」の構築

に向けた準備を行うなど返還者の状況に応じたきめ細やかな対応。 

 



 

政策目標6 私学の振興 

私立学校の振興に向け、教育研究条件を高めるとともに経営の健全性の維持向上を図る。 

施策目標6－1  特色ある教育研究を展開する私立学校の振興 

【主管課：高等教育局私学部私学行政課】 

【関係課：高等教育局私学部私学助成課、同局私学部参事官】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１及び２） 

・引き続き、教育研究条件の維持向上を図るため、今後も各大学等の特色を生か

せるきめ細やかな支援を行うなど、私立学校の振興を図るための支援策について

検討を行い、引き続き事業を実施する。その際、私学助成においては、引き続き、

各私立学校における教育条件の維持向上を図るため予算の充実が必要であり、ま

た、加速度的に知識基盤社会化する世界にあって、高等教育の約８割を担う私立

大学は日本の「分厚い中間層」を支える土台であるとの認識から、私学助成はこ

れを支える基盤的経費として相応しい効果を挙げる必要があるため、多様な特色

の発揮と質的充実に向けた支援及びガバナンス強化や教育研究活性化のための

メリハリある配分を強化していく。また、学ぶ意欲のある児童生徒等が経済的理

由により修学を断念することのないよう、今後とも経済的負担軽減のための方策

について検討を行い、引き続き事業を実施する。 

（達成目標３） 

・大学が質の高い教育を継続的に実施するために、引き続き学校法人運営調査等

を通じ、経営改善のための取組や積極的な財務情報の公開の取組を促進する。最

新年度の集計中データも集まり次第、分析を行う。また、「寄附促進アクション

プラン」を積極的に推進することで、各種の寄附金に係る制度の周知・定着を更

に図り、寄附金比率向上を目指すなど、学校法人の財政基盤の安定化を図ってい

く。 

（達成目標４） 

東日本大震災により被災した地域を含む全国において、安全安心な教育環境の整

備を行うために耐震化を促進するとともに、被災した学校法人に対する経営支援

を行うなど、引き続き、被災した私立学校や学生等に対して、安定的・継続的な

教育環境が確保されるよう重点的な支援を行っていく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

（達成目標１） 

・私立学校施設・設備の整備の推進〔復興特会含む〕 

平成25年度概算要求額：47,255百万円（平成25年度当初予算案額：18,685百万円） 

（うち復興特会（文科省）34,584百万円（11,000百万円）） 

（達成目標２） 

・私立大学等経常費補助〔復興特会含む〕 

平成25年度概算要求額：334,540百万円（平成25年度当初予算案額：323,732百万

円）（うち復興特会（復興庁）6,517百万円（6,217百万円）） 

（達成目標４） 

・私立学校施設の災害復旧〔復興特会（復興庁）〕 

平成25年度概算要求額：2,792百万円（平成25年度当初予算案額：938百万円） 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標３） 

・学校法人の経営指導体制の強化に伴い、経営指導第二係長１名、財務調査係員

１名を定員要求する。（経営指導第二係長が１名、財務調査係員が１名措置され



 

る予定） 

 

○税制改正 

（達成目標３） 

・平成25年度税制改正において、学校法人への個人寄附に係る税額控除の要件の

見直し等を要望した。（寄附税制について長期検討課題とされた。） 

 

○制度改正 

（達成目標３） 

・学校法人会計基準の見直しに向けて、「学校法人会計基準の在り方に関する検

討会」を設置し、平成25年１月に報告書を取りまとめた。 

 



 

政策目標7 科学技術・学術政策の総合的な推進 

科学技術と社会との調和に配慮し、国民、地域、国際等の視点に立ち、科学技術・学術政策

を総合的に推進する。 

施策目標7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進及び地域科学技術の振興 

【主管課：科学技術・学術政策局産業連携・地域支援課】 

【関係課：研究振興局基礎研究振興課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

優れた技術シーズを有し、国際的な拠点形成を目指していても、地域内のリソース

の範囲でしか社会実装に結び付けられておらず、研究開発の成果が国際市場を獲得

するまでには至っていないなど、各地域・各機関の研究成果が各地域内に留まる傾

向にある。このため、引き続き地域が主体的にイノベーションを創出する仕組みを

構築する等、我が国の科学技術の多様性を確保する取組を推進するとともに、これ

までの各地域の研究成果を社会実装にまでつなげ、国際競争力の強化につなげるた

めに必要な予算等を要求する。 

大学等における産学官連携活動の基盤的な体制整備等により、産学官連携活動を推

進するための土壌が構築されつつあるが、大きな社会的インパクトや新市場を創出

するイノベーションにつながるシステムが構築できていない。このため、これまで

の自然科学系研究者と企業を中心とした産学官連携から、研究開発独法、金融機

関・商社や人社系研究者など産学官の連携範囲を広げ、シーズ・ニーズのマッチン

グの強化を図るなど、大学等における新価値・市場創造に向けた新たな研究開発シ

ーズ・ニーズを発掘・創出する取組を推進するために必要な予算等を要求する。 

経済産業省と連携して、産学官連携活動の効果や効率性の適切な評価指標につい

て、2013年度の活用開始を目途に検討を進める。 

（達成目標２） 

基礎研究の成果から実用化までシームレスな支援等、大学等の研究成果を実用化に

つなぐ取組を推進するとともに、社会・産業界のビジョンを踏まえ、ハイリスクで

はあるが、実用化の期待が大きいテーマに対し、集中的な支援を行う仕組みなど、

世界市場にインパクトを与える成果を持続的に創出するために必要な予算等を要

求する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

〔新規要求・拡充事業（同額を含む）〕 

（達成目標１） 

・大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業（新規） 

平成25年度概算要求額：1,935百万円（平成25年度当初予算案額：産学連携による

国際科学イノベーション拠点（COI）の構築16,221百万円の内数） 

・科学技術イノベーションによる地域活性化と国際競争力の強化（仮称）（新規） 

平成25年度概算要求額：7,842百万円（「地域イノベーション戦略支援プログラム」

平成25年度当初予算案額：産学連携による国際科学イノベーション拠点（COI）の

構築 16,221百万円の内数 ※事項の変更） 

・先端融合領域イノベーション創出拠点プロジェクト 

平成25年度概算要求額：7,390百万円（平成25年度当初予算案額：6,637百万円） 

・大学発新産業創出拠点プロジェクト 

平成25年度概算要求額：2,036百万円（平成25年度当初予算案額：2,032百万円） 

 

 

 



 

（達成目標３） 

・産学官連携による東北発科学技術イノベーション創出プロジェクト 

平成25年度概算要求額：5,747百万円（平成25年度当初予算案額：3,308百万円） 

 

〔廃止・縮小事業〕 

（達成目標１） 

・大学等産学官連携自立化促進プログラム（廃止） 

 

○機構・定員への反映 

大規模産学連携研究開発拠点の構築及び研究成果の国際展開のための体制の強化

のために課長補佐１名、係長１名及び専門職１名の計３名を要求（課長補佐が１名、

係長が１名措置される予定） 

 

○有識者会議での指摘事項への対応 

経済産業省と連携して、産学官連携活動の効果や効率性の適切な評価指標につい

て、2013年度の活用開始をめどに検討を進めるとともに、当該施策を達成するため

の指標に関して検討を進めているところである。検討を踏まえたところ、大学関係

者への調査が主となる見込みのため、産業界のニーズを直接的に把握することは困

難な状況であるが、一方、文部科学省において例年実施している全国の大学等を対

象とした産学連携等実施状況調査の中で、科学技術政策研究所で実施している調査

の結果等（民間企業向けアンケート調査等）も踏まえ、企業規模別の産学連携実施

状況に関する調査項目を平成25年度より追加し、実績値の点から産業界のニーズを

分析・公表することを検討中。 

 



 

施策目標7－3 科学技術システム改革の先導 

【主管課：科学技術・学術政策局政策課】 

【関係課：科学技術・学術政策局科学技術・学術戦略官付（調整・システム改革担当}、同局基盤

政策課、同局計画官付、同局科学技術・学術戦略官付、研究振興局振興企画課競争的資金調整

室、同局基礎研究振興課、大臣官房政策課、科学技術政策研究所】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

・研究費の不合理な重複や過度の集中の排除等を推進するために、府省共通研究開

発管理システム（e-Rad）について、研究者の採択情報の速やかな登録や、審査時

における重複確認の徹底など運用面での改善を図り、研究費の効果的な配分を実現

させる。 

・研究費の不正使用があった機関に対して重点的なフォローアップ調査を実施する

とともに、不正の無かった機関に対してもサンプリングによる現地調査を行うな

ど、今後も不正対策を着実に進めることで、不正使用のリスクを低減させ、研究費

の有効活用につなげる。 

（達成目標２） 

・引き続き、評価システムの改革を進めるために、これまでと同様の取組を行うと

ともに、これまでの知見を整理し、課題等について分析を行う。また、評価指針の

改定を見据えて、より実効的な研究開発評価の在り方について検討を行うととも

に、本事業を通して、新たな課題についての情報収集や意見交換等を行う。 

・科学技術政策研究所では、第４期科学技術基本計画の推進に資する調査研究を引

き続き着実に実施し、成果の普及に努めるとともに、より一層、行政部局のニーズ

に適時・的確に応え、科学技術イノベーション政策の企画立案及び推進に資する基

礎的なデータ等を提供していく。 

（達成目標３） 

・優れた研究環境と高い研究水準を誇る「目に見える」世界トップレベル拠点の構

築を確実に達成するため、引き続き厳格かつきめ細やかなフォローアップを実施す

る。 

（達成目標４） 

・民間企業の研究開発投資を維持・拡大することにより、イノベーションの加速を

通じた我が国の成長力・国際競争力を強化するため、経済産業省等と共同で平成25

年度税制改正（租税特別措置）要望（総額型の控除上限の再引上げ（法人税額の20％

→30％））を行う予定。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

（達成目標２） 

・科学技術システムの現状と課題に係る基盤的調査研究 

平成25年度概算要求額：107百万円（平成25年度当初予算案額：107百万円） 

（平成25年7月に科学技術・学術政策研究所への改組を予定しており、平成25年度

当初予算案額は科学技術政策研究所及び科学技術・学術政策研究所における「科学

技術システムの現状と課題に係る基盤的調査研究」の合計額） 

 

（達成目標３） 

・世界トップレベル研究拠点プログラム 

平成25年度概算要求額：9,769百万円（平成25年度当初予算案額：9,769百万円） 

 

 

 



 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標２） 

・客観的・定量的な指標に基づく研究活動等の調査分析体制の強化のため、主任研

究官１名を要求（主任研究官が１名措置される予定） 

 

○税制改正 

（達成目標４） 

・平成25年度税制改正において、試験研究費の一定割合を税額控除する制度につい

て、法人税額の20％までとなっている総額型の税額控除上限を30％へ引き上げる、

研究開発税制を拡充する要望を経済産業省と共同で行った。（平成26年度末までの

総額型の控除上限の引上げ（法人税額の20％→30％）等が認められた。） 

 

○事務改善 

（達成目標１） 

・「府省共通研究開発管理システムの対象制度と留意点について」（平成24年１月

31日府省共通研究機開発管理システム運営委員会申合せ）に基づき、採択情報の速

やかな登録を行うなど、運用面での改善を図った。 

・研究費の不正使用への対策として、平成24年度から新たに「ガイドラインの実施

等に関する履行状況調査」を実施した。 

 



 

 

 

政策目標8 原子力の安全の確保 

原子力の研究開発利用活動による災害及び放射線による障害を防止し、公共の安全を確保す

るため安全規制を行う。また、国民の信頼を得るために安全規制活動の透明性を確保する。 

施策目標8－1 原子力安全対策、核物質の防護及び環境放射能の把握 

【主管課：科学技術・学術政策局放射線対策課（平成 25 年４月から環境省に移管）】 

【関係課：】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

 

平成25年４月に環境省へ移管されるため、環境省において取組方針の検討がなされ

る。 



 

 

政策目標9 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 

学術研究の振興や優れた研究成果の創出･活用の促進を図るとともに、科学技術振興のため

の基盤を強化する。 

施策目標 9－1 学術研究の振興 

【主管課：研究振興局振興企画課】 

【関係課：研究振興局学術機関課、同局学術研究助成課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

独創的・先端的基盤研究や国際頭脳循環の推進においては、国公私を通じた取組

や、国際的な競争・協調に迅速かつ適切な対応が不可欠であり、基本構想である

「ロードマップ」に基づき、最先端研究設備の整備、運用等を含めた「大規模学

術フロンティア促進事業」を、戦略的・計画的に推進していく。 

（達成目標２） 

引き続き、あらゆる学術研究への幅広い助成を行うとともに、研究費の効果的・

効率的な使用を可能とする制度改革を着実に進める。 

（達成目標３） 

政策や社会の要請に対応した人文・社会科学研究の推進事業は、平成24年度から

独立行政法人日本学術振興会の事業（課題設定による先導的人文・社会科学研究

推進事業）へ移行しており、平成24年７月の学術分科会報告を踏まえ、これを引

き続き推進していく。 

特色ある分野全体の研究水準の向上と異分野融合による新たな学問領域の創出

等を図るため、豊富な学術資料やデータベースを有する研究ポテンシャルの高い

私立大学等の共同利用・共同研究拠点の整備を引き続き推進する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

〔新規要求・拡充事業（同額も含む）〕 

（達成目標１） 

・大規模学術フロンティア促進事業 

平成25年度概算要求額： 34,366百万円（平成25年度当初予算案額：23,584百万

円） 

（達成目標２） 

・科学研究費助成事業 

平成25年度概算要求額：240,132百万円（平成25年度当初予算案額：238,143百万

円） 

（達成目標３） 

・特色ある共同研究点の整備の推進事業 

平成25年度概算要求額：   321百万円（平成25年度当初予算案額：321百万円） 

 

○有識者会議での指摘事項への対応 

・研究種目の在り方を含めた科学研究費助成事業の改善については、科学技術・

学術審議会において継続的に検討を行う。 

 



 

政策目標10 科学技術の戦略的重点化 

国家的・社会的課題に対応する研究開発の重点化した推進と新興・融合領域への先見性、

機動性をもった対応を実現する。 

施策目標 10－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

【主管課：研究振興局ライフサイエンス課】 

【関係課：研究振興局研究振興戦略官】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

日本の医療関係分野を成長産業として位置付け、これを発展させるために、革新

的な医薬品・医療機器の研究、開発、実用化に係る施策等を国として一体的に推

進することは重要である。そのため内閣官房に設置された医療イノベーション推

進室を中心として、関係省庁、産学官が一体となったオールジャパン体制により、

これらの施策が進められているところであり、文部科学省としては、引き続き、

「医療イノベーション５か年戦略」（平成24年６月６日医療イノベーション会

議）、「日本再生戦略」（平成24年７月31日閣議決定）等を踏まえ、関係省の緊

密な連携・協力の下、産業応用及び臨床研究へとつなげるための取組を実施する。

また、倫理的課題等にも引き続き取り組む。具体的には以下のとおり。 

 

（達成目標１） 

①「革新的細胞解析研究プログラム（セルイノベーション）」では、細胞･生命

プログラムを解明するためシーケンス拠点･データ解析拠点の整備･機能強化を

着実な実施により、達成目標である医学･薬学への貢献、産業応用に向けた生命

現象解明のための基盤が形成されつつあり、その基盤を活用することにより解析

技術の発展や新規技術の開発が進んでいる。これらを活用することで創薬や再生

医療分野への大いなる貢献が期待されるとともに、技術革新のスピードに遅れる

ことなく取り組んでいく必要があることから、各拠点における更なる基盤整備･

機能強化のために適切な予算措置を行う。 

「脳科学研究戦略推進プログラム」では「社会に貢献する脳科学」の実現を目指

し、ブレイン･マシン･インターフェイス（ＢＭＩ）の開発や脳ダイナミックス推

定技術の開発等、脳科学研究についての研究を着実に実施しており、これらの技

術は達成目標である医学・薬学への貢献や産業応用に向けて重要な位置付けであ

ることから、引き続き適切な予算措置を行い、着実に効率的・効果的な実施に取

り組む。 

②「革新的タンパク研究プログラム（ターゲットタンパク）」はその目標を達成

したため平成23年度で事業終了したが、我が国の構造解析研究を新たな段階に押

し上げた。生命科学研究において構造解析研究はますます重要となるが、この事

業により整備された基盤は「創薬等支援技術基盤プラットフォーム」に引き継ぎ、

アカデミア創薬の基盤として活用しつつ、支援のための要員体制の整備、人材育

成の体制の仕組み等について引き続き取り組む。 

 

（達成目標２） 

①「次世代がん研究戦略推進プロジェクト」については、ヘッドクォーター機関

による研究課題の効率的な推進や、ゲノム解析を実施する上での倫理問題対応や

創薬候補物質に対する知財戦略について引き続き取り組む。 

②「分子イメージング研究戦略推進プログラム」については、臨床試験フェーズ

に移行した研究課題もあることから、計画的な薬剤供給を含めた効率的な研究推

進に引き続き取り組む。 

③「再生医療の実現化プロジェクト」については、再生医療のいち早い実現のた

め、府省横断的に長期的な研究開発支援をすることを目指す「再生医療の実現化

ハイウェイ」が平成23年度から新たに開始され、フェーズに応じて適切な課題が



採択されている。平成25年度までに体制幹細胞を用いた課題の臨床研究への移

行、平成29年度までにはiPS/ES細胞を用いた研究の臨床研究への移行を目指すた

めにも、今後も適切な予算措置を行う必要がある。 

 

（達成目標３） 

「感染症研究国際ネットワーク推進プログラム」については、感染症分野の国際

動向を踏まえつつ、事業に参画する研究人材の数を着実に増加させ、新興・再興

感染症分野における人材育成に引き続き取り組む。 

 

（達成目標４） 

「ライフサイエンス研究開発推進費」では、ライフサイエンス分野の研究開発の

推進全体に必要な経費及び、生命倫理･安全対策に関わる諸問題に対する調査検

討及び法令に基づく審査等を実施しており、毎年度研究の発展･動向を踏まえて

法令･指針の見直し等を適宜実施することとしている。引き続きこれまでの取組

を着実に推進していく必要があるとともに、法令・指針等の見直しに当たっては、

総合科学技術会議等の関係省庁の検討等を踏まえつつ、速やかに取り組んでいく

必要がある。 

 

（達成目標５） 

「東北メディカル･メガバンク」では、平成23年６月７日に取りまとめられた東

北メディカル･メガバンク計画検討会の提言の内容を踏まえつつ、平成28年度ま

でに15万人規模のバイオバンクを形成するために、東北大学等が経済産業省･厚

生労働省の支援によって構築される医療情報ネットワークや他の先行して実施

されているコホートと連携をしつつ、課題ごとのワーキンググループ等を設置し

て実施計画の具体化を進めるとともに、文部科学省は推進本部を設置して進捗を

管理し、着実かつ速やかに実行していくことが必要である。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

〔新規要求・拡充事業（同額も含む）〕 

（達成目標１） 

・脳科学研究戦略推進プログラム 

平成25年度概算要求額：3,658百万円（平成25年度当初予算案額：3,488百万円） 

・革新的細胞解析研究プログラム（セルイノベーション） 

平成25年度概算要求額：852百万円（平成25年度当初予算案額：772百万円） 

 

（達成目標２） 

・再生医療実現拠点ネットワークプログラム 

平成25年度概算要求額：8,699百万円（平成25年度当初予算案額：０百万円） 

※独立行政法人の事業に移管 

・分子イメージング研究戦略推進プログラム 

平成25年度概算要求額：500百万円（平成25年度当初予算案額：500百万円） 

・オーダーメイド医療の実現プログラム 

平成25年度概算要求額：1,730百万円（平成25年度当初予算案額：1,430百万円） 

・次世代がん研究戦略推進プロジェクト 

平成25年度概算要求額：4,362百万円（平成25年度当初予算案額：3,629百万円）） 

 

（達成目標３） 

・感染症研究国際ネットワーク推進プログラム 

平成25年度概算要求額：1,922百万円（平成25年度当初予算案額：1,719百万円） 



 

（達成目標５） 

・東北メディカルメガバンク計画 

平成25年度概算要求額：5,607百万円（平成25年度当初予算案額：4,235百万円） 

 

〔廃止・縮小事業〕 

（達成目標４） 

・ライフサイエンス研究開発推進経費 

平成25年度概算要求額：38百万円（平成25年度当初予算案額：36百万円） 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標２） 

・分子イメージング等、医療機器研究開発推進のための体制整備対策に専門官を

１名要求（措置されない予定） 

 



 

施策目標10－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

【主管課：研究開発局環境エネルギー課】 

【関係課：】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

平成23年度は、運用中の衛星によるデータ取得の継続及び取得したデータの活用

による成果の創出に取り組むとともに、地球観測の精度向上に貢献する衛星の研

究開発を着実に実施した。 

今後は、観測の空白期間を可能な限り短期間にとどめるため、平成23年5月に運用

を停止した「だいち」の性能を向上させた後継機（ALOS-2）の開発を推進し、平

成25年度の打上げを着実に実施することが必要である。 

 

（達成目標２） 

地球観測衛星や陸域・海洋観測等によって得られる地球観測データ、気候変動予

測結果、社会経済データなどを統合・解析し、水資源や農作物管理などに関わる

政策決定者や研究者に対し新たな科学的知見を提供するための「データ統合・解

析システム（DIAS）」を構築するため、地球環境情報統融合プログラムを実施。平

成23年度はDIASの高度化・拡張に必要なデータ蓄積許容量を5.0ペタバイトから

8.4ペタバイトへ増加させたほか、DIASを利用する研究を10課題実施するなど、利

用促進に向けて着実に進捗した。 

今後は、関係省庁と連携して、地球観測データの統合化の推進に必要となるシス

テム強化を行う。 

 

（達成目標３） 

地域規模の気候変動適応策立案への貢献に資するために必要となるダウンスケー

リング手法、データ同化技術、気候変動適応シミュレーション技術の確立のため、

気候変動適応研究推進プログラムを実施。気候変動に対応した農業生産最適化シ

ステム構築に資する要素技術を開発するなど、気候変動適応に資する科学的知見

を着実に創出している。なお、研究成果として創出された累計査読論文数は、平

成22年6本から平成23年度60本となり着実に成果を創出している。 

今後は、得られた成果が研究対象地域の自治体に特化した適応策策定に活用され

るのみならず、地形・気候等の条件が類似するその他自治体等にも活用されるよ

う、シンポジウムを開催するとともに、関係自治体に参画いただく意見交換会等

を開催し、成果を関係者に広く公開していくこととする。 

 

（達成目標４） 

地球温暖化等の気候変動問題について、地球シミュレータを利用した気候変動予

測実験・評価・不確実性の定量化等を実施し、信頼性の高い予測研究の成果を基

礎的な科学的情報として国内外の影響評価研究機関等に広く提供した。また、2013

年度頃策定されるIPCC第5次評価報告書の作成に資する有用な予測研究の成果が

得られており、国際的なプレゼンスを高めるとともに、当該報告書への多大な貢

献を果たすことが期待でき、当初の目標は達成したため、23年度を以て終了した。 

今後は、気候変動によって台風の強大化や干ばつの増加等が引き起こされ、自然

災害等のリスクが増大することが予測されているため、自然災害リスク等を含む

地球環境問題の対応策の立案等に資する確率を考慮した基盤的情報の創出が課題

であり、これまでの気候変動予測研究の成果を最大限に活用しつつ、気候変動予

測の研究開発を更に推進していく必要がある。 

この評価を踏まえ、気候変動予測の信頼性を高めるとともに、気候変動リスクの

特定や生起確率を評価する技術、リスクの影響を多角的に評価する技術に関する



 

研究を達成目標５に引き継いで着実に推進する。 

 

【具体的な反映内容】 

〔新規要求・拡充事業（同額も含む）〕 

（達成目標１） 

・地球観測衛星システムの開発に必要な経費  

平成25年度概算要求額：30,947百万円（平成25年度当初予算案額：16,669百万円） 

（達成目標２） 

・地球環境情報統融合プログラム  

平成25年度概算要求額：433百万円（平成25年度当初予算案額：403百万円）  

（達成目標３） 

・気候変動適応研究推進プログラム  

平成25年度概算要求額：565百万円 （平成25年度当初予算案額：561百万円） 

（達成目標５） 

・気候変動リスク情報創生プログラム  

平成25年度概算要求額：835百万円（平成25年度当初予算案額：835百万円） 

（達成目標６） 

・東北復興のためのクリーンエネルギー研究開発推進 

平成25年度概算要求額：814百万円（平成25年度当初予算案額：814百万円） 

・革新的エネルギー研究開発拠点形成  

平成25年度概算要求額：1,685百万円（平成25年度当初予算案額：1,285百万円） 

 

○事務改善 

（達成目標３） 

・得られた研究成果が研究対象地域の自治体に特化した適応策策定に活用される

のみならず、地形・気候等の条件が類似するその他自治体等にも活用されるよう

シンポジウムを開催し、関係者に広く公開した。 

 



 

 

施策目標10－4 ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的推進 

【主管課：研究振興局基盤研究課ナノテクノロジー・材料開発推進室】 

【関係課：】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

・我が国の資源制約を克服し産業競争力を強化するため、希少元素を用いない革

新的な代替材料の創製を行う「元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型>」を平成

24年度から実施しており、引き続き推進する。なお、文部科学省の関連事業の成

果を、速やかに実用化への展開に移行させるために、経済産業省との間で「ガバ

ニングボード」を設置するなど、両省の関連事業間の緊密な連携・協力を促進す

る仕組みを検討している。 

・ナノテクノロジーに関する最先端の研究設備とその活用のノウハウを有する機

関が緊密に連携して、全国的な設備の共用体制を共同で構築するため、平成２４

年度から「ナノテクノロジープラットフォーム」事業を実施しており、引き続き

推進する。 

・「東日本大震災からの復興の基本方針」に基づき、東北の大学や製造業が強み

を有するナノテクノロジー・材料分野において、産学官の協働によるナノテクノ

ロジー研究開発拠点を東北大学に形成し、世界最先端の技術を活用した先端材料

を開発することにより、東北素材産業の発展を牽引し、東日本大震災からの復興

に資することを目的とし、平成24年度から「東北発 素材技術先導プロジェクト」

を実施しており、引き続き推進する。 

・企業が直面する技術課題や、社会的課題の解決に向け、産学官連携研究拠点で

ある「ナノテクノロジーを活用した環境技術開発」では、産業界の本質的な技術

課題を的確に捉えるとともに、柔軟な研究テーマ設定及び民間企業の技術担当者

との連携を強化し、基礎研究の成果を課題解決へ結び付ける仕組みを構築してお

り、引き続き推進する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

・元素戦略プロジェクト＜産学官連携型＞  

平成25年度概算要求額：136百万円（平成25年度当初予算案額：136百万円） 

・元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型＞  

平成25年度概算要求額：2,800百万円（平成25年度当初予算案額：2,256百万円） 

・ナノテクノロジープラットフォーム 

平成25年度概算要求額：2,700百万円（平成25年度当初予算案額：1,800百万円） 

・ナノテクノロジーを活用した環境技術開発 

平成25年度概算要求額：600百万円（平成25年度当初予算案額：409百万円） 

・東北発 素材技術先導プロジェクト 

平成25年度概算要求額：1,455百万円（平成25年度当初予算案額：1,355百万円） 

 



 

施策目標10－5 原子力分野の研究・開発・利用の推進 

【主管課：研究開発局原子力課】 

【関係課：研究開発局（研究開発戦略官付（核融合・原子力国際協力担当）、研究開発戦略官付

（核不拡散・核セキュリティ担当）、原子力損害賠償対策室）、研究振興局（基盤研究課、研究

振興戦略官付、学術機関課）】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

・高速増殖炉サイクル技術の研究開発に関しては、今後のエネルギー・原子力政

策見直しの状況を踏まえ、適切な取組を実施していく。 

・ITER計画及びBA活動に関しては、引き続き各極と連携しつつ、国際的に合意さ

れたスケジュールに沿って研究開発活動等を進める。また、コスト削減努力を行

うなど効果的・効率的な事業の実施に努める。 

（達成目標２） 

・J-PARCについては、引き続き効果的・効率的な運営を図り、震災による研究の

遅れを取り戻すとともに、更なる共用の促進に努める。 

・（独）放射線医学総合研究所における重粒子線がん治療研究については、より

一層の効果的・効率的な運用により、治療実績の向上及び研究知見の蓄積に努め

る。 

（達成目標３） 

・原子力人材育成については、引き続き原子力安全や危機管理等に係る中長期的

な課題に対応するための人材育成活動を強化するとともに、国際協力、立地地域

との共生等の取組について、引き続き着実に実施していく。 

・また、東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえて重要性が増すと考えられ

る、放射性廃棄物対策や原子力安全確保に係る基礎基盤研究・人材育成の取組に

ついて、重点的に推進していく。 

（達成目標４） 

・除染や廃炉の課題解決に向けて、関係機関と連携しながら、現場のニーズに対

応しつつ、政府全体の計画の下で必要な研究開発の取組を着実に実施する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

〔新規要求・拡充事業（同額も含む）〕 

（達成目標１） 

・国際熱核融合実験炉計画の推進に必要な経費（（独）日本原子力研究開発機構

予算の内数を含む） 

平成25年度概算要求額：26,410百万円（平成25年度当初予算案額：16,593百万円） 

（達成目標４） 

・廃止措置・放射性廃棄物処理処分研究開発費 

平成25年度概算要求額：18,596百万円（平成25年度当初予算案額：15,569百万円） 

 

〔廃止・縮小事業〕 

（達成目標３） 

・原子力教育支援事業委託費（縮小） 

平成25年度概算要求額：48百万円（平成25年度当初予算案額：48百万円） 

・電源立地地域対策交付金（縮小） 

平成25年度概算要求額：7,412百万円（平成25年度当初予算案額：7,412百万円） 

 

 

 



 

○機構・定員への反映 

（達成目標２） 

・重粒子線がん治療装置等の医療機器研究開発推進のため、専門官を１名要求（措

置されない予定） 

（達成目標４） 

・原子力事故からの復興に向けた研究開発・人材育成業務に関する体制の強化の

ため、課長補佐１名、係長１名の計２名要求（課長補佐が１名、係長が１名措置

される予定） 

 

○有識者会議での指摘事項への対応 

・政策評価に関する有識者会議における「様々な学説や意見を聴きながら放射線

や除染についての研究を進めて欲しい」との指摘を踏まえ、平成25年度に開催さ

れた「平成25年度科学技術重要施策アクションプラン「復興・再生並びに災害か

らの安全性向上」施策特定のためのヒアリング」における総合科学技術会議議員

及び外部有識者からのコメントの他、福島県内の本格除染の現場に立ち会った日

本原子力研究開発機構の研究者が除染の専門家から受けた助言等を、除染に資す

る研究開発に反映することとした。 

 



 

 

施策目標10－7 海洋分野の研究開発の推進 

【主管課：研究開発局海洋地球課】 

【関係課：】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１）：南極地域観測事業 

南極観測船「しらせ」が昭和基地沿岸に接岸できないことも想定した輸送体制の

構築を図り、今後も引き続き観測を推進する。 

 

（達成目標２）：海洋鉱物資源探査技術高度化 

我が国の海洋鉱物資源の開発については、経済産業省とも連携して取り組んでお

り、センサーの小型・軽量化や耐圧性向上等の技術的課題を克服するとともに、

探査機等のプラットフォームに搭載し、実海域での試験に移行する。 

 

（達成目標３）：海洋生物資源確保技術高度化 

当初の計画通り順調に進んでおり、革新的な生産手法の開発に向け、要素技術の

高度化や安定供給の技術等の開発を着実に推進する。 

 

（達成目標４）：東北マリンサイエンス拠点形成事業 

震災で被害を受けた海洋生態系の再生は10～20年という長い時間を掛けて進行し

ていくものと考えられており、長期的に調査していくことが必要である。また地

元からの要望も強く、引き続き事業を実施していく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

（達成目標１） 

・南極地域観測事業に必要な経費 

平成25年度概算要求額：3,917百万円（平成25年度当初予算案額：3,892百万円） 

（達成目標２、３） 

・海洋資源利用促進技術開発プログラム 

平成25年度概算要求額：1,142百万円（平成25年度当初予算案額：843百万円） 

（達成目標４） 

・東北マリンサイエンス拠点形成事業 

平成25年度概算要求額：1,768百万円（平成25年度当初予算案額：1,503百万円） 

（達成目標１、２、３、４） 

・海洋分野の研究開発の推進 

平成25年度概算要求額：77百万円（平成25年度当初予算案額：76百万円） 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標２） 

・海洋資源調査研究能力の抜本的強化に向けた体制強化のため、専門官１名を概

算要求の見直しにより要求（専門官が１名措置される予定） 

 



 

 

 

政策目標11 原子力事故による被害者の救済 

原子力事業者による原子力損害を賠償するための措置が適切に図られるとともに原子力損

害賠償補償契約に基づく補償を速やかに実施することにより、被害者への迅速、公平かつ適

正な救済を図る。 

施策目標 11－2 原子力損害賠償の補償の迅速、公平かつ適正な実施 

【主管課：研究開発局参事官（原子力損害賠償担当）】 

【関係課：】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

今後、国による仮払金の支払を検討する際は、東京電力による本賠償の状況や被

害者のニーズに十分留意する。 

※今年度、仮払金の支払請求は行われなかった。 

 



 

 

政策目標12 スポーツの振興 

世界共通の人類の文化の一つである、スポーツの振興により、生涯スポーツ社会の実現に向

けて地域におけるスポーツ環境を確保するとともに、わが国の国際競技力を向上させ、子供か

ら大人まで心身ともに健全な明るく豊かで活力のある社会を実現する。 

施策目標12－2 生涯スポーツ社会の実現 

【主管課：スポーツ・青少年局 スポーツ振興課】 

【関係課：スポーツ・青少年局 スポーツ・青少年企画課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

・行政事業レビュー公開プロセスの結果を踏まえ、総合型地域スポーツクラブ育

成推進事業については廃止し、総合型クラブへのより効率的・効果的な支援の在

り方を検討する。 

・ライフステージに応じたスポーツ活動の推進のため、仕事や育児で忙しい若年

層や定年退職後の地域への導入が課題となっている高齢者を対象とした支援策を

講じる。 

・平成23年３月に発生した東日本大震災に伴う運動不足等を解消するため、被災

地での地域スポーツの促進策を講じる。 

・平成24年３月に策定されたスポーツ基本計画を踏まえ、地域において健常者と

障害者がともにスポーツを楽しむことのできる環境を構築するための取組を行

う。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

〔新規要求・拡充事業（同額も含む）〕 

・高齢者の体力つくり支援事業 

平成25年度概算要求額：80百万円（平成25年度当初予算案額：80百万円） 

・若者のスポーツ参加機会拡充実践事業（新規） 

平成25年度概算要求額：100百万円（平成25年度当初予算案額：０百万円） 

・学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援事業（復興特別会計） 

平成25年度概算要求額：114百万円（平成25年度当初予算案額：92百万円） 

・健常者と障害者のスポーツ・レクリエーション活動連携推進事業 

平成25年度概算要求額：128百万円（平成25年度当初予算案額：73百万円） 

 

〔廃止・縮小事業〕 

・総合型地域スポーツクラブ育成推進事業（廃止） 

・ライフステージに応じたスポーツ活動の推進のための調査研究（廃止） 

 

○機構・定員への反映 

・ライフステージに応じたスポーツ活動の推進体制の強化のため、係長１名を要

求（措置されない予定） 

 

○有識者会議での指摘事項への対応 

・平成25年度に、スポーツ振興くじ（toto）助成で、地方公共団体等における総

合型地域スポーツクラブの創設から自立・活動までを一体的にアドバイスでき

る「クラブアドバイザー」の配置経費を助成する事業を新設する。 

 



 

政策目標13 文化による心豊かな社会の実現 

優れた芸術文化の振興を図るとともに、我が国固有の伝統文化を継承・発展させることに

より、文化による心豊かな社会を実現する。 

施策目標13－2 文化財の保存及び活用の充実 

【主管課：文化庁文化財部伝統文化課】 

【関係課：文化庁文化財部美術学芸課、同部記念物課、同部参事官（建造物担当）】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

・貴重な文化財でありながらも、社会の変化の中で急速に失われつつある近代の

分野のものの指定等を積極的に行うことにより、文化財の保護対象の裾野を広げ

ることを目指す。 

（達成目標２） 

・国宝・重要文化財等の計画的な保存修理・防災対策等、また、東日本大震災等

の災害に伴う修理・復旧に係る必要な経費を引き続き要求する。 

・史跡等について一体的な管理を行い、確実な保存・継承を図るべく、地方公共

団体による指定地の公有地化について引き続き推進する。 

（達成目標３） 

・重要文化財等をはじめとした多くの文化財を公開・活用する美術館・歴史博物

館における活動を支援し、国民の文化財に対する理解と関心を高める。 

・実物の公開・活用だけでなく、多様な文化遺産をインターネット上で公開する

文化遺産オンラインにおけるコンテンツの更なる充実を図る。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

〔新規要求・拡充要求（同額も含む）〕 

達成目標（１） 

・有形文化財（新規含む） 

平成25年度概算要求額：197百万円（平成25年度当初予算案額：148百万円） 

達成目標（２） 

・（再掲）有形文化財 

・文化財保護対策の検討等（新規含む） 

平成25年度概算要求額：128百万円（平成25年度当初予算案額：127百万円） 

・国宝・重要文化財等の保存整備等（新規含む） 

平成25年度概算要求額：20,865百万円（平成25年度当初予算案額：20,853百万円） 

・文化財等の公開活用推進地域活性化事業 

平成25年度概算要求額：6,110百万円（平成25年度当初予算案額：０百万円） 

達成目標（３） 

・鑑賞・体験機会等充実のための事業推進（新規含む） 

平成25年度概算要求額：503百万円（平成25年度当初予算案額：374百万円） 

・地域と共働した美術館・歴史博物館創造活動支援事業 

平成25年度概算要求額：1,316百万円（平成25年度当初予算案額：1,010百万円） 

・（再掲）文化財等の公開活用推進地域活性化事業 

 

〔廃止・縮小事業〕 

達成目標（３） 

・文化遺産を生かした観光振興・地域活性化事業 

平成25年度概算要求額：2,680百万円（平成25年度当初予算案額：０百万円） 

 

 



 

 

○機構・定員への反映。 

達成目標（２） 

・平成２１年度要求事項（文化財建造物の震災対策に係る業務体制の強化１人＜

４年後見直し＞）の見直し解除（調査官１名を要求）（調査官が１名措置＜５年

後見直し＞される予定） 

・文化財建造物の耐震対策の推進に関する業務体制の強化に調査官１名、技官１

名を要求（５年時限）（調査官が１名措置＜５年後再見直し＞される予定） 

 

達成目標（３） 

・「民族共生の象徴となる空間」における博物館の整備検討体制強化に調査官１

名、係長１名、係員１名を要求（調査官が１名措置＜２年後見直し＞される予定） 

 



 

施策目標13－3 日本文化の発信及び国際文化交流の推進 

【主管課：文化庁長官官房国際課】 

【関係課：文化庁文化部芸術文化課、文化庁文化財部伝統文化課、同部美術学芸課、同部記念

物課、同部参事官（建造物担当）】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

達成目標（１） 

《文化交流使事業》 

文化交流使の指名について、数年先の派遣候補者も含めた選定作業を行うなど指

名作業の早期化・効率化を図り、指名数について目標値と同水準まで向上するよ

う努める。 

 

また、毎年実施する活動報告会におけるその年の派遣者と過去の派遣者の交流等

を通じた国内文化人のネットワーク形成や、過去の派遣者への意見聴取等を踏ま

えた事業の見直しを行うなど、本事業による日本文化の普及がより効果的に図ら

れるよう努める。 

 

《文化芸術の海外発信拠点形成事業》 

昨今、被災地における国際交流の促進、芸術文化を通じたコミュニティの再生を

目的として、アーティスト・イン・レジデンスを立ち上げようとする動きが出て

きており、こういった状況を踏まえ、被災地や地域の思いと芸術家の希望の双方

が満たされるよう考慮しつつ、被災地の復興に資するために被災地のアーティス

ト・イン・レジデンスに対する補助を充実させる。 

 

《現代日本文学翻訳・普及事業》 

本事業については、段階的に廃止する。翻訳未了の作品（17作品）については、

平成24年度中に翻訳を完了させるとともに、これらを含む翻訳済みの未出版作品

（86作品＋17作品）について、期間を区切り出版・買上げ・寄贈を行うこととし、

平成25年度以降は新たな作品選定は行わない。また、優秀な翻訳者の発掘・育成

については、効果的・効率的な方法を検討する（例えば、より多くの優れた新人

翻訳者を発掘するための翻訳コンクールの課題言語の多言語化、表彰方法の見直

しなどによる受賞者の知名度向上、翻訳者の育成を図るための翻訳セミナーの開

催など）。 

 

達成目標（２） 

本事業を通じて、途上国が自国の文化遺産を自らの手で主体的に保護できるよう

になることを目標とし、当該国の文化遺産保護の専門家が自国の文化財の保存に

最適の測量機器や情報機器を取り扱い、修復活動を行えるレベルに到達するよう

な人材養成の研修を実施していくこととする。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

（達成目標１） 

〔新規要求・拡充事業（同額も含む）〕 

・文化芸術の海外発信拠点形成事業等 

平成25年度概算要求額：247百万円（平成25年度当初予算案額：247百万円） 

・東アジア文化交流推進プロジェクト 

平成25年度概算要求額：121百万円（平成25年度当初予算案額：121百万円） 

 

 



 

〔廃止・縮小事業〕 

・現代日本文学翻訳・普及事業（段階的廃止） 

平成25年度概算要求額：72百万円（平成25年度当初予算案額：72百万円） 

 

○事務改善 

（達成目標１） 

《文化交流使事業》 

平成25年度の指名者については、平成24年度内に事業委員会を開催し、文化交流

使の内定を行う予定（指名自体は予算成立後）である。また、執行計画に余裕が

出た場合は、年度内に複数回指名を行うことも想定している。 

 

《現代日本文学翻訳・普及事業》 

・今後、新たな作品選定は行わない。 

・翻訳未了の作品（17作品）については、平成24年度中に翻訳を完了させる。 

・翻訳済みの未出版作品（86作品＋上記の17作品）について、期間を区切り出版・

買上げ・寄贈を行う。 

・優秀な翻訳者の発掘・育成については、効果的・効率的に実施する（優れた新

人翻訳者を発掘するための翻訳コンクールの課題言語を各年一言語に絞るとと

もに、効率的に受賞者の知名度向上を諮る措置を講ずるなど）。 

 

○有識者会議での指摘事項への対応 

文化芸術の海外発信拠点形成事業において、新たに、被災地の復興に資すること

を目的としたアーティスト・イン・レジデンス活動等に対する支援について、平

成25年度予算案に計上を行っている。 

 



 

政策目標14 豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進 

人づくりなどに資する国際交流・協力の推進を通じて豊かな国際社会の構築の一翼を担う。 

施策目標14－1 国際交流の推進 

【主管課：大臣官房国際課】 

【関係課：高等教育局学生・留学生課、初等中等教育局国際教育課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

「日本留学を希望する外国人留学生のためのジャパン・スタディ・プログラム」

については、プログラムに参加した学生に、帰国後母国において報告会を行うこ

とを義務付け（延べ約 130 回、出席者数約 7,200 人（平成 24 年 7 月 23 日時点））、

日本の現状についての情報発信により、外国人学生の日本留学に対する懸念払拭

が図られているところである。引き続き日本留学フェア等における情報提供を通

じ、懸念払拭に努める。 

行政事業レビュー公開プロセスの結果を踏まえ、留学生短期受入れと日本人学生

の海外派遣を一体とした交流事業の運用に当たっては、各事業の目的を明確に

し、選定方法及びフォローアップを厳格化する（※詳細下記）。また、大学のグ

ローバル化のための体制整備事業との連携を強化する。特に、３か月未満の短期

受入れ・派遣事業については、各大学の自主事業との関係を整理し、支援対象を

重点化する等の見直しを図る。 

※詳細 下記事項について検討 

（１）制度面の改善ポイント 

①３か月未満、３か月以上１年未満を含めた短期受入れ・派遣事業について、事

業の目的、選定基準、支援対象の学生の学力要件等を厳格化することにより、３

か月未満、３か月以上１年未満の区分を廃止。あわせて、事業の最低実施期間導

入を検討、より長期間の優れた計画を採択。 

②大学の交流実績に基づく大学推薦枠の廃止。全ての計画を審査により決定する

ことで、本事業が支援する派遣・受入れ計画の目的を明確化。 

③複数年度採択制の導入、奨学金額の地域差設定の導入など、より効果的な事業

の在り方について検討。 

④採択された派遣・受入れ計画のフォローアップ項目・方法を厳格化、フォロー

アップ体制の強化により PDCA サイクルを確立し、継続的な事業の改善体制を構

築。 

⑤大学のグローバル化のための体制整備事業との連携強化のため、体制整備事 

業に採択された大学に対する採用数の重点配分や、一体的な評価を行うことの検

討。 

（２）運用面の改善ポイント 

（ア）採用時の申請条件、審査の厳格化 

 ①以下の内容のプログラムの優先採択 

・参加学生の到達目標、評価指標が明確化されているもの 

・単位取得が義務化されているもの 

・インターンシップ等との連携が適切に組み込まれているもの 

・（受入れのみ）日本人学生との交流が義務化されているもの  など  

 ②交流実績に基づく大学推薦枠を廃止し、全て審査に基づき採択を決定 

（イ）成績・収入要件の明確化、厳格化 

・参加学生の語学能力基準や家計基準の明確化・厳格化 

（ウ）フォローアップの厳格化 

・実績報告書の記載内容の精査・充実 

・成果報告会の義務化や良い活動事例等の収集・発信 

 



（達成目標２） 

高校生の海外留学・国際交流を一層促進するため、留学の効果や課題等を把握・

検証した上で、引き続き、留学経費の支援や子供たちに国際的な視野を持たせ留

学への機運を醸成する取組の推進、様々な国際交流機会の提供を充実させる。 

 

（達成目標３） 

米国・中国・韓国との教職員交流については、韓国の教職員招へい事業において

我が国への印象が良くなったとの効果がアンケートにより実証されたが、米国及

び中国との教職員交流事業についても、同趣旨の質問を追加するなどアンケート

の質問事項を再考し、当該事業の効果を検証できるようにする。 

また、グローバル人材育成推進会議審議まとめに、「高校卒業時に国際バカロレ

ア資格を取得可能な、又はそれに準じた教育を行う学校を 5 年以内に 200 校程

度へ増加させる。」と記載されており、その資格の更なる普及により海外の大学

進学へのルートの確保等に資するよう振興に取り組む。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

〔新規要求・拡充事業（同額も含む）〕 

（達成目標１） 

・日本人学生の海外派遣と留学生短期受入れを一体とした交流事業（新規） 

平成 25 年度概算要求額：7,809 百万円（平成 25 年度当初予算案額：5,225 百万

円） 

・アジア太平洋大学交流機構拠出金（同額） 

平成 25 年度概算要求額：２百万円（平成 25年度当初予算案額：２百万円） 

・交流協会（拡充）  

平成 25 年度概算要求額：619 百万円（平成 25 年度当初予算案額：619 百万円） 

・留学生交流拠点整備事業（同額） 

平成 25 年度概算要求額：96 百万円（平成 25年度当初予算案額：51百万円） 

（達成目標２） 

・高校生の留学促進 

平成 25 年度概算要求額：243 百万円（平成 25 年度当初予算案額：122 百万円） 

・グローバル人材育成の基盤形成事業 

平成 25 年度概算要求額：114 百万円（平成 25 年度当初予算案額：68百万円） 

（達成目標３） 

・国際バカロレア事業への拠出 

平成 25 年度概算要求額：129 百万円（平成 25 年度当初予算案額：604 百万円） 

〔廃止・縮小事業〕 

（達成目標１） 

・留学生の受入れ・派遣体制の改善充実等（縮小）  

平成 25 年度概算要求額：21 百万円（平成 25年度当初予算案額：21百万円） 

・国費外国人留学生制度（縮小）  

平成 25 年度概算要求額：18,708 百万円（平成 25 年度当初予算案額：18,708 百

万円） 

・留学生の募集等の実施（縮小） 

平成 25 年度概算要求額：28 百万円（平成 25年度当初予算案額：28百万円） 

・フォローアップ等の実施（縮小） 

平成 25 年度概算要求額：７百万円（平成 25年度当初予算案額：７百万円） 

・留学生短期受入れと日本人学生の海外派遣を一体とした交流事業（廃止） 

・外国政府派遣留学生の予備教育への協力等（縮小）  

平成 25 年度概算要求額：81 百万円（平成 25年度当初予算案額：80百万円） 



 

・独立行政法人日本学生支援機構運営費交付金に必要な経費（縮小） 

平成 25 年度概算要求額：13,926 百万円の内数（平成 25 年度当初予算案額：13,922

百万円の内数） 

（達成目標２） 

・高校生交流に関する意見交換会（廃止） 

・沖縄県高校生米国派遣事業（廃止） 

・国際視覚障害者援護協会 

平成 25 年度概算要求額：５百万円（平成 25年度当初予算案額：５百万円） 

 

○事務改善 

（達成目標１） 

「留学生短期受入れと日本人学生の海外派遣を一体とした交流事業」について、

以下の通り運用面の改善を行った。 

（１）採用時の申請条件、審査の厳格化 

①以下の内容等を含むプログラムを優先採択 

・参加学生の到達目標、評価指標が明確化されている 

・単位取得が義務化されている 

・インターンシップ等との連携が適切に組み込まれている 

・（受入れのみ）日本人学生との交流が義務化されている 

②交流実績に基づく大学推薦枠を廃止し、全て審査に基づき採択 

（２）成績・収入要件の明確化・厳格化 

 ・参加学生の語学能力基準や家計基準の明確化・厳格化 

（３）フォローアップの厳格化 

・実施報告書の記載内容を充実 

・成果報告会を行うプログラムの優先採択や、良い活動事例等の収集・発信 

 

○制度改正 

（達成目標１） 

「留学生短期受入れと日本人学生の海外派遣を一体とした交流事業」について以

下の通り制度面の改善を行った。 

・行政事業レビュー公開プロセスの評価結果を踏まえ、プログラム志向で支援対

象の選定を行うこと、あわせて、戦略的に日本人学生の海外派遣を強化するため、

「日本人学生の海外派遣と留学生短期受入れを一体とした交流事業」として再構

築。 

・３か月未満、３か月以上１年未満の区分を廃止し、１年以内の派遣・受入れと

して、その期間にかかわらず優れた計画を採択。 

・大学の交流実績に基づく大学推薦枠を廃止し、全ての計画（派遣・受入れプロ

グラム）を審査し、採択。 

・１年以内の短期派遣について、派遣地域に応じた奨学金額を導入。 

・フォローアップ体制の強化により PDCA サイクルを確立し、継続的な事業の改

善体制を構築。 

・大学のグローバル化のための体制整備事業との連携強化のため、体制整備事業

に採択された大学に対する採用数の重点配分や、一体的な評価を実施。 
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